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１．はじめに 島原半島では 1990 年に雲仙普賢岳が噴火活動を再開し，国土交通省（当時，建設省）は，1993 年

5 月に緊急導流堤の建設に着手，住民の要望を取り入れ着々と対策を実施し，2021 年 3 月，着手当時に発生してい

た土石流規模相当への対策施設は完成した．噴火から 30 年以上が経過し，山麓住民においては被災経験が風化し

始め，また，被災経験のない住民が増えることで，噴火災害の記憶は薄まっていることが懸念された．砂防設備が完

成したことで工事も縮小し，知らず知らずのうちに砂防設備への依存が進むのではないかとも考えられた．国土交通

省は，島原半島ジオパーク協議会の構成員として，「地域保全の普及啓発を支援」する役割も担っており，今後も防

災教育支援が望まれている．そこで，住民の防災意識の現状を明らかにするため，噴火災害に関するアンケート調査

を実施し，今後の有効な防災教育支援の基礎資料とするため，定量的な分析法を用いた効果測定を試みた．

２．噴火災害の記憶，住民の防災意識について 

2.1 アンケート調査の概要 

アンケート調査は，平成噴火で被害が大きかった島

原市全域を対象とした．図-1 は位置図を示す．直接被

害による地域差を抽出するため行政 7 地区に分別し，

調査期間は，2020 年 11～12 月とした．調査方法は，郵

送調査形式とし，調査票配布数2,396世帯，回収数は，

895 世帯(回収率:37.4%)であった．調査項目は大別して

4 設問から成り，その内容は，1) 回答者属性（年齢・居

住地区・居住年数），2) 噴火災害の記憶(2)，3) 雲仙直

轄火山砂防事業完了の認知(4)，4) 防災意識に関する

項目(12)とした．これらの回答は 3 から 11 個の選択方式

とし，最終 1 問は自由記述（要望等記入欄）とした．図-

2,3 にアンケート回答者の年齢構成・居住年数を示す． 

2.2 噴火災害の記憶に関するアンケート結果概要 

図-4 は，雲仙普賢岳噴火災害の記憶について，直

接経験の有無に関わらず，平成噴火災害を認識してい

るかどうかをたずねた結果を世代別に示したものである。

「覚えていない（=認識していない）」の割合が，20 代で

は約 19%と，他の年齢層より多い．別のクロス集計結果

によると，どの地区でも概ね同じ傾向を示し，居住年数

が「30 年以上」で，「よく覚えている」は約 87％に達する．

図-5 は，自然災害への備えについてたずねた結果で

ある．「防災情報収集」など個人的な行動への回答率は

高く，「防災訓練への参加」等，複数の住民が絡む行動

では比較的低い．別途，直轄砂防事業について年代別

にたずねると，30 代以上の噴火を経験した世代では，

認識率が高くなった一方，20 代では認識度が落ちる．

しかしながら，自由記述では，「眉山の崩壊」，「溶岩ド

ームの崩落」への警戒はどの世代でも見受けられ，特に，

自然災害に対する警戒心は，20 代が最も高い結果とな

った．  

2.3 アンケート調査結果の総括 

噴火を経験していない 20 代の認識度は低く，30 代

以上の記憶は保たれていたが，最も自然災害への警戒

意識が高かったのは，20 代であった．この状況は，30

代以上の噴火時の経験や知識を，20 代が受け入れる

素地が整っていることを表していると考えられる．しかし，

 

 

今後は，20 代以下の割合が増加するため，地域の砂防

設備への認知度等は低下傾向にあると考えられる． 

2009 年，島原半島が世界ジオパークに認定され，26

年が経過し，防災教育の機会はそれ以前に比べて急

増した．噴火の経験を次の世代へ伝承する活動は，効

果的と考えられてきたが，この期間に蓄積された住民ア

ンケート結果を活用し，これらの効果を定量的に把握し

た事例はなされていなかったので今回検討した．

３．時間経過を考慮した防災意識・行動の変遷分析

防災意識の風化や防災意識変化については多数の

既往研究がなされているが，ここでは，時間経過に伴う

住民の防災意識と防災対応行動変遷を扱える及川ら 1)

のモデルを用い，噴火後の意識・行動変化を追跡した． 

図-1 調査対象位置図 図-2 回答者年代 

図-3 居住年数 

図-5 自然災害への備え 

図-4 平成噴火の記憶 
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3.1 モデルの概要 

表-1 は，対象区域の住民の防災意識と防災対応行

動の状態を 4 区分して扱う様子を示している．図-6 のよ

うに，各状態の住民の意識・行動が変数𝛽に応じ遷移し

伝承する．これに検討対象地区の世代交代(自然増減)，

転出・転入(社会増減)効果を加味し，個人の時間経過

に伴う災害への関心の薄れを考慮した式(1)を用いる． 
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ここで，𝑆௜ሺ𝑡ሻ:時刻𝑡での状態𝑖の人口, 𝑛 : 検討対象地

域の総人口であり, 𝑛 ൌ ∑𝑆௜ሺ𝑡ሻ, 𝛼:単位時間あたりの

地域住民の接触頻度, 𝛽௜
ᇱ௝

:状態𝑖の住民が伝達側で状

態𝑗の住民が受信側の場合の住民同士の１回の接触あ

たりでの伝承の成立し易さሺ𝑖, 𝑗 ൌ 𝑃𝑃,𝑁𝑃,𝑃𝑁,𝑁𝑁ሻሺ𝑖 ് 𝑗ሻ, 
𝜇:死亡率(≒出生総数), 𝜎ᇱ:世代交代による対象地区で

の属性継承率, 𝛾:転出率, 𝑇஺௅௅ :総転入者数, 𝑚ᇱ: 転

入者の状態内訳で，𝑚௉௉,𝑚௉ே,𝑚ே௉ ,𝑚ேே  …ሺ𝑚௉௉ ൅
𝑚௉ே ൅𝑚ே௉ ൅𝑚ேே ൌ 1), とする．「各状態の住民の伝

承率𝛽௜
ᇱ௝

」,「世代交代の継承率𝜎ᇱ」,及び「外からの転入

者の内訳𝑚ᇱ」は，災害からの経過時間に伴って災害へ

の関心が薄らぐ効果を，個人の変化，世代間及び移転

者の各々減衰関数を推定して与えた． 

3.2 パラメータ同定 

災害直後と追跡終了時点のデータ概要を表-2 に示 

す．被災者と島原市全域を対象とした 1993 年 2)と今回

（2020 年）の 2 時期 27 年間の前後のデータを用いた．

追跡開始時の初期人口は 1993 年島原市人口(54,473)

とした．伝承速度は 2 時期の設問に完全回答した人と

する必要があるが，1993 年のアンケート結果に基づき

分類した．世代交代による意識・行動の継承率𝜎は，元

論文を参考に 0.5 とし，自然増減（死亡率𝜇）と社会増減

（転出率𝛾）は，人口統計データに基づき，それぞれ， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.474×10-2，3.602×10-2 とした．転入者総数𝑇஺௅௅の内

訳𝑚は，今回の「30 年未満」の回答より分類した．𝑅௜ሺ𝑡ሻ, 
𝑅𝑇௜ሺ𝑡ሻ の推定は，今後留意すべき災害の種類より，各

災害の各災害の概ねの発生確率を調べ，元論文を参

考に𝑡年後まで持続するとの仮定に置き換えて扱った． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 防災教育効果分析の試行結果について 

式(1)の試算結果を図-7 に示す．噴火後から現在

（2020）迄を再現した結果が左側の図である．まず，上

の図で PP は時間経過とともに減衰し，NN は増加してい

る．被災後，警戒意識は長期的に持続しないという一般

的な傾向と同様である．及川らは，「十分な防災対応行

動が備わっていれば，日頃から高い防災意識を保ち続

ける必要はない」と述べており，同様の結果となっている．

下の図で「防災行動 Positive」は被災後ある期間上昇し

下降している．比較のため，「伝承率」，すなわち，防災

教育機会等の伝承機会を一律 1/10 として試算した結

果である．この場合，防災対応行動は上昇せず，下降

し続ける．ジオパーク活動により地域の啓発機会が急増

したのは，1997 年以降（解析期間のうち 23 年間）であり，

それ以前や，把握できていない防災教育機会等も含ま

れる試算であるが，「防災意識」と「行動の変化」，を「そ

の要因」とともに把握することが，今後の方向性を考える

上で有益な情報となると考え引き続き検討予定である．  
引用文献  1）及川，片田，石井：時間経過に伴う防災意識と
防災対応行動の変遷に関する研究，土木学会論文集 F6（安
全問題）,Vol.71,No.1,58-72,2015.  
2)高橋，藤井：長期化・大規模化した雲仙普賢岳の火山災害
を教訓とした防災施設および都市基盤の整備に関する研究,
土木学会論文集 No.567/Ⅵ-35,19-32,1997. 

表-１ 及川らが扱う防災意識・防災対応行動の 4 状態 

【1】や【2】に着

目することで，防

災 意 識 の 時 間

的変遷に関する

議論が可能とさ

れている． 
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ある時点の個人から個

人への「伝承」を示し，

伝承内容は，各状態

の人口割合に規定さ

れ，伝承の多寡は，地

域住民の接触頻度と，

伝達側の意思，伝承さ

れる側の伝承され易さ

に規定される． 

図-6 防災意識と防災対応行動の 4 状態間の遷移とβ 

表-2 防災意識と防災対応行動に関する設問 
今回(2020年)

実施時期 1993年（平成5年）8月末

対象，配布数 被災者，N不明

実施主体 東京大学社会情報研究所，NHK，長崎大学工学部

設問
水無川，中尾川，眉山の土石流がいつ頃まで続くと思う
か？（本論文:生きているうちに発生すると思うか？）

現在，警戒が必要な災
害は？

回答
終息に向け「全く見当がつかない」 67. 3%, 「10年以上か
かる」21.1% と,88.4%が短期的な見通しなしと回答．→2.1
アンケート結果，30年前の記憶を問う設問を利用，

「火山災害」×「30年以
上居住」 34.3% = 防災
意識Positive

実施時期 1993年（平成5年）10月～12月

対象，配布数 島原市全域，郵送方式1263部75％回答（N=947)

実施主体 長崎大学工学部

設問 日常生活実施している対策（困ることを読み替え） 市防災ラジオ使用率

回答
「降灰の除去」「洗濯物を屋外に干せない」「窓が開けられ
ない」は，92～95%と住民のほぼ全員が回答．→2.1アン
ケート，体験に基づく気持ち変化の設問を利用，P=97.4%

「使っている」×「30年
以上居住」81.2% = 防
災行動Positive

防
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動
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図-7 現況再現と伝承速度を 1/10 とした式(1)の計算結果 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1 7 13 19 25 31 37 43 49 55 61 67 73 79 85 91 97

NN NP PN PP

0

20

40

60

80

100

0 20 40 60 80 100

防災意識Positive【島原再現】

防災⾏動Positive【島原再現】

[%]

t(年)

【1】 

【3】 

【島原現況再現ケース】 
0%

20%

40%

60%

80%

100%

1 7 13 19 25 31 37 43 49 55 61 67 73 79 85 91 97

NN NP PN PP

0

20

40

60

80

100

0 20 40 60 80 100

防災意識Positive【島原再現】

防災⾏動Positive【島原再現】

[%]

t(年)

【1】 

【3】 

【伝承率(全𝛽௜
௝
)を 1/10 としたケース】 

- 710 -


